
【予算】

一般会計の歳入と歳出

民生費
83億4,024万円
（28.96％）

歳出
衛生費

26億5,205万円
（9.21％）

公債費
28億6,061万円
（9.93％） 総務費

36億4,937万円
（12.67％）

教育費
36億 887万円
（12.53％）

土木費
29億1,164万円
（10.11％）

消防費
16億8,946万円（5.86％）

農林水産業費
22億1,943万円
（7.71％）

商工費ほか
8億6,833万円（3.02％）

288億円

対前年度増減額
4,300万円

△1,200万円
2億7,300万円

△400万円
△3,300万円

200万円
△8億9,900万円

△11万円
100万円

8,400万円
△5億4,511万円

当初予算額
102億4,300万円

200万円
44億6,300万円
1億  300万円
1億7,400万円

8,550万円
21億3,400万円

13万円
9,700万円

7億  500万円
180億  663万円

区　分
国民健康保険事業
老人保健事業
介護保険事業
居宅介護サービス事業
農業集落排水事業
観光事業
下水道事業
土地取得事業
火葬場事業
後期高齢者医療事業

合　計

収入
支出
収入
支出

増減率
△15.9％ 
△12.6％

2.5％
0.5％ 

対前年度増減額
△5億1,733万円
△5億  556万円

366万円
103万円

増減率
1.5％ 

△2.9％
△12.0％
△1.2％

対前年度増減額
4億3,000万円

△5億4,511万円
△5億  453万円
△6億1,964万円

当初予算額
288億       円
180億  663万円
36億8,519万円

504億9,181万円 

　　 区　分
一般会計
特別会計
公営企業会計

　　 合　計

当初予算額
27億3,955万円
34億9,601万円
1億4,771万円
1億8,918万円

　　 区　分
水道事業会計

簡易水道
事業会計

一般会計・特別会計・公営企業会計
総額504億9,181万₄千円

平成22年度当初予算

（対前年度比1.2％減）

市税
86億5,353万円
（30.05％）

歳入

地方交付税
77億6,900万円
（26.98％）

市債
30億2,830万円
（10.51％）

県支出金
24億7,992万円（8.61％）

国庫支出金
29億5,134万円
（10.25％）

諸収入
8億3,905万円（2.91％）

繰入金
2億6,932万円（0.93％）

地方消費税交付金
6億5,700万円（2.28％）

その他
21億5,254万円（7.48％）

288億円

※会計ごとに₁万円未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります

　一般会計予算額は、288億円で、前年度予算と比べ、₄
億₃千万円（1.5％）の増加となっています。
　一般会計に10の特別会計と₂の公営企業会計を加えた予
算総額は、前年度予算と比べ、₆億1,964万₃千円（1.2％）
の減少となりました。
問い合わせ　財政課　☎(50)1207

平成22年度予算の概要

　市の一般会計予算の288億円を、市民₁人あたりに使うお金に換算す
ると、約33万₉千円となります。

市民1人あたりが負担する税金

※平成22年₄月1日現在の人口85,069人を基に算出

　市税は、市民税・固定資産税など合計86億5,353万₁千円で、市民₁人あ
たり、約10万₂千円になります。なお、市が皆さんのために使うお金との差
額は、国や県からの補助金や借入金（市債）などの財源でまかなわれます。

市民₁人あたりに使われる市のお金 33万9千円

10万2千円

　平成22年度予算編成では、合併₅年目という節目の年である
ことを踏まえ、総合計画と集中改革プランの実現に向け、均衡
ある発展と市民交流拠点づくりを具体化するなど、地域振興策
を広く展開することを目指しています。
　また、引き続き人件費の縮減をはじめ、合併特例債などを有
効に活用し、積極的かつ計画的な予算内容となっています。

増減率
0.4％ 

△85.7％ 
6.5％ 

△3.7％
△15.9％

2.4％
△29.6％
△47.5％

1.0％
13.5％

△2.9％

■予算規模

■特別会計

■公営企業会計

　…小見川区事務所　　…山田区事務所　　…栗源区事務所 HP　　 　 …ファクス　　…メールアドレス　　…ホームページアドレス

学校給食センターの統合 佐原駅舎など周辺整備

香取ブランドを確立

国体の開催

公園の拡張と改修

広報 22010年（平成22年）5月1日



【行政情報】

　産業・経済の振興
　米政策改革事業…………………………… 3,635万円
主食用米の需給調整に取り組む生産者に助成を行
い、米政策改革事業を推進

　香取ブランド確立事業……………… ₁億8,375万円
かんしょのブランド化を確立するため、キュアリン
グ・冷房装置を備えた貯蔵施設の整備を支援

　集落営農の推進…………………………… 1,200万円
　農産物の販路拡大…………………………… 860万円
　都市農村交流促進施設整備事業…… ₁億1,503万円
都市と農村の交流を促進するため施設の整備を実施

　畜産生産基盤育成強化事業………… ₇億1,676万円
施設（種豚舎、分娩舎、離乳舎、ふん尿処理）整備
を支援

　農道整備の推進……………………… ₁億1,351万円
　経営体育成基盤整備……………………… 3,360万円
農地の汎用化・集団化による水田の再基盤整備を支
援（府馬地区）

　市民農園の利用促進………………………… 693万円
　中小企業への資金融資……………… ₁億5,573万円
　既存商店街の活性化……………………… 3,450万円
地域経済の活性化を図るため、プレミアム商品券発
行を支援

　観光情報発信の推進………………………… 840万円
佐原駅内の観光交流センターへ電子看板システムを
設置

　生活・環境の向上
　電波遮へい対策事業………………… ₁億  240万円
地上デジタル放送の難視施設（辺地共聴施設）の整
備費を補助

　橘ふれあい公園整備事業………………… 3,432万円
公園拡張のための基礎調査を実施し憩いの森展望台
を改築

　防災行政無線システムの統合……… ₁億   49万円

　健康・福祉の充実
　乳幼児医療対策の充実……………… ₁億  276万円
　子育て支援費支給事業の実施…………… 1,176万円
　児童手当支給事業………………………… 8,826万円
児童手当を支給し生活の安定・児童の健全な育成を
図る（₂カ月分）

　子ども手当支給事業………………… 12億  987万円
中学校修了までの児童に₁人当たり月₁万₃千円
（児童手当と合せて）を支給（10カ月分）
　放課後児童クラブの充実………………… 2,386万円
新島地区に放課後児童クラブ施設を整備

　妊婦・乳児保健事業の推進……………… 5,291万円

　教育・文化の推進
　（仮称）香取市小見川市民センター整備… 5,154万円
センター施設整備の基本設計に基づく実施設計を委
託

　ゆめ半島千葉国体の開催…………… ₂億5,267万円
香取市内ではハンドボール・ボート・カヌー競技を
開催

　学校給食センター統合整備事業…… ₁億1,937万円

 　
都市基盤の整備

　広域交流拠点整備事業…………………… 8,602万円
維持管理・運営へのモニタリングを実施

　佐原駅周辺整備事業……………………3億6,550万円
駅舎・観光交流センターの整備工事を委託

　市民参画・行政の取り組み
　地域振興事業補助…………………………… 480万円
市民の創意工夫による地域の特性を活かした特色あ
るまちづくり活動を行う団体を対象に活動経費を補
助

　市民協働まちづくり事業…………………… 172万円
地域の中で安心して地域活動を行うためのセーフ
ティネットを整備し、地域ぐるみ活動を推進

市
税
の
減
免
制
度

　

税
金
は
納
期
限
ま
で
に
納
め

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
が
、
納

税
者
が
不
幸
に
し
て
災
害
を
受

け
た
り
、
退
職
や
病
気
、
事
業

不
振
な
ど
で
納
期
内
の
納
付
が

困
難
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に

は
、
納
め
る
時
期
を
遅
ら
せ
た

り
、
分
割
し
て
納
付
す
る
方
法

も
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
生
活
保
護
を
受
け
る

な
ど
の
特
別
な
事
情
に
よ
り
、

市
税
を
納
め
る
こ
と
が
困
難
と

認
め
ら
れ
る
場
合
は
、
申
請
に

基
づ
き
、
市
税
の
減
免
が
受
け

ら
れ
ま
す
。

■
市
民
税

▼
新
た
に
生
活
保
護
法
の
規
定

に
よ
る
保
護
を
受
け
る
人

▼
当
該
年
度
に
所
得
が
皆
無
と

な
っ
た
た
め
生
活
が
著
し
く
困

難
と
な
っ
た
人
、
ま
た
は
こ
れ

に
準
ず
る
と
認
め
ら
れ
る
人

▼
学
生
・
生
徒

▼
公
益
社
団
法
人
お
よ
び
公
益

財
団
法
人

▼
地
方
自
治
法
第
2
6
0
条
の

2
第
7
項
に
規
定
す
る
認
可
地

縁
団
体
の
う
ち
、
収
益
事
業
を

行
わ
な
い
者

▼
特
定
非
営
利
活
動
促
進
法
第

2
条
第
2
項
に
規
定
す
る
法
人

の
う
ち
、
収
益
事
業
を
行
わ
な

い
者

■
固
定
資
産
税

▼
貧
困
に
よ
り
生
活
の
た
め
公

私
の
扶
助
を
受
け
る
人
の
所
有

す
る
固
定
資
産

▼
公
益
の
た
め
に
直
接
専
用
す

る
固
定
資
産
（
有
料
で
使
用
す

る
も
の
を
除
く
）

▼
市
の
全
部
、
ま
た
は
一
部
に

わ
た
る
災
害
、
天
候
の
不
順
に

よ
り
、
著
し
く
価
値
を
減
じ
た

固
定
資
産

■
軽
自
動
車
税

▼
公
益
の
た
め
直
接
専
用
す
る

も
の
と
認
め
る
軽
自
動
車
な
ど

　

地
方
税
法
施
行
令
な
ど
の
改

正
に
よ
り
、
平
成
22
年
度
分
か

ら
の
国
民
健
康
保
険
税
の
減
額

制
度
が
変
わ
り
ま
し
た
。

　

市
で
は
、
7
月
に
発
送
す
る

今
年
度
の
納
税
通
知
書
か
ら
変

わ
り
ま
す
。

失
業
し
た
人
の
国
保
税
を
軽
減

　

社
会
保
険
に
加
入
し
て
い
た

人
が
会
社
を
辞
め
た
場
合
、
原

則
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
ま

す
。
国
民
健
康
保
険
税
の
所
得

割
額
は
、
前
年
の
所
得
を
も
と

に
決
定
し
ま
す
の
で
、
現
在
収

入
が
無
く
て
も
賦
課
さ
れ
る
税

額
は
大
き
く
な
り
ま
す
。
こ
う

し
た
中
、
会
社
の
都
合
な
ど
で

失
業
し
た
人
の
税
負
担
を
抑
え

る
た
め
、
国
民
健
康
保
険
税
を

軽
減
し
ま
す
。

■
対
象　

平
成
21
年
3
月
31
日

以
降
に
解
雇
お
よ
び
労
働
契
約

が
更
新
さ
れ
ず
失
業
し
た
65
歳

未
満
の
人

■
軽
減
期
間　

失
業
し
た
日
の

翌
日
の
属
す
る
月
か
ら
、
そ
の

月
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
末

ま
で
。
た
だ
し
、
平
成
21
年
3

月
31
日
か
ら
平
成
22
年
3
月
30

日
ま
で
に
失
業
し
た
人
は
、
平

成
22
年
度
の
国
民
健
康
保
険
税

に
限
り
軽
減

■
軽
減
内
容　

所
得
割
額
を
算

定
す
る
際
、
失
業
し
た
人
の
前

年
の
給
与
所
得
を
30
／
1
0
0

と
し
て
算
定

■
必
要
書
類　

雇
用
保
険
受
給

資
格
者
証（
職
業
安
定
所
で
交
付
）

軽
減
割
合
の
変
更

　

世
帯
内
で
国
民
健
康
保
険
に

加
入
し
て
い
る
人
の
所
得
金
額

が
、
一
定
基
準
以
下
の
場
合
、

昨
年
度
ま
で
被
保
険
者
均
等
割

額
と
世
帯
別
平
等
割
額
の
6

割
、
ま
た
は
4
割
を
軽
減
し
て

い
ま
し
た
が
、6
割
を
7
割
へ
、

4
割
を
5
割
へ
軽
減
割
合
を
引

き
上
げ
、
新
た
に
2
割
軽
減
を

創
設
し
ま
す
。

社
会
保
険
の
被
扶
養
者
で
あ
っ

た
人
の
減
免
期
間
延
長

　

社
会
保
険
な
ど
に
加
入
す
る

本
人
が
、
75
歳
を
迎
え
後
期

高
齢
者
医
療
制
度
に
移
る
こ
と

で
、
社
会
保
険
の
扶
養
を
は
ず

れ
、
新
た
に
国
民
健
康
保
険
に

加
入
す
る
こ
と
に
な
る
65
歳
以

上
の
人
（
以
下
、旧
被
扶
養
者
）

の
国
民
健
康
保
険
税
を
2
年
間

減
免
し
て
い
ま
し
た
が
、
さ
ら

に
減
免
期
間
を
延
長
し
ま
す
。

■
延
長
後
の
減
免
期
間

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
が
廃

止
に
な
る
ま
で

■
減
免
内
容

①
旧
被
扶
養
者
に
か
か
る
所
得

割
額
、
資
産
割
額
は
賦
課
し
な
い

②
旧
被
扶
養
者
に
か
か
る
被
保

険
者
均
等
割
額
を
半
額

③
旧
被
扶
養
者
の
み
で
構
成
さ

れ
る
世
帯
の
世
帯
別
平
等
割
額

を
半
額

問
い
合
わ
せ

市
民
課 

☎
（50）
1
2
2
8

税
務
課 

☎
（50）
1
2
4
2

国
民
健
康
保
険
税
の
減
額
制
度

▼
身
体
障
害
者
、
精
神
障
害
者

が
所
有
す
る
軽
自
動
車
な
ど

▼
身
体
障
害
者
用
改
造
車
な
ど

軽
自
動
車
の
継
続
審
査

（
車
検
）
用
納
税
証
明
書

　

5
月
中
旬
に
送
付
す
る
納
付

書
で
納
め
た
人
は
、
納
付
書
に

納
税
証
明
書
（
継
続
検
査
用
）

が
添
付
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

口
座
振
替
利
用
の
人
は
、
5

月
31
日
㈪
が
振
替
日
の
た
め
、

6
月
中
旬
に
は
が
き
様
式
の

「
納
税
証
明
書（
継
続
検
査
用
）」

を
送
付
し
ま
す
。

　

た
だ
し
、
振
替
日
直
後
に
市

役
所
窓
口
で
納
税
証
明
書
（
継

続
検
査
用
）
を
申
請
さ
れ
る
場

合
は
、
金
融
機
関
か
ら
市
へ
の

納
付
連
絡
に
10
日
程
度
か
か
る

た
め
、
納
付
を
証
明
で
き
る
書

類
（
振
替
が
記
載
さ
れ
た
通
帳

な
ど
）
を
持
参
く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ

税
務
課　
　
　

☎
(50)
1
2
4
2

小
市
民
課　
　

☎
(82)
1
1
1
3

山
市
民
課　
　

☎
(78)
2
1
1
5

栗
市
民
課　
　

☎
(75)
2
1
1
2

　

現
在
、
銚
子
気
象
台
で
は
、

大
雨
警
報
な
ど
の
気
象
警
報
・

注
意
報
を
、
千
葉
県
内
を
7
区

域
に
分
け
て
発
表
し
て
い
ま
す

が
、5
月
27
日
㈭（
予
定
）か
ら
、

警
戒
の
必
要
な
地
域
を
よ
り
わ

か
り
や
す
く
す
る
た
め
に
、「
香

取
市
に
対
し
て
大
雨
警
報
を
発

表
」
な
ど
、
個
別
の
市
町
村
を

対
象
に
発
表
し
ま
す
。
こ
れ
に

よ
り
、
香
取
市
が
警
戒
の
対
象

と
な
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
り

や
す
く
な
り
、
大
雨
警
報
を
発

表
す
る
際
に
は
、「
大
雨
警
報

（
土
砂
災
害
）」、「
大
雨
警
報（
浸

水
害
）」
の
よ
う
に
、
特
に
警

変
わ
り
ま
す

主な重点施策事業

市
税
の
減
免
制
度
と

軽
自
動
車
の
車
検
用
納
税
証
明
書

戒
が
必
要
な
災
害
を
、
警
報
名

に
併
せ
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

な
お
、
テ
レ
ビ
や
ラ
ジ
オ
な

ど
で
は
、
画
面
の
文
字
数
や
読

み
上
げ
可
能
な
文
章
の
範
囲
内

で
よ
り
わ
か
り
や
す
く
伝
え
る

た
め
に
、
こ
れ
ま
で
ど
お
り
の

表
現
で
発
表
さ
れ
る
場
合
が
あ

り
ま
す
。

■
発
表
変
更
の
問
い
合
わ
せ

銚
子
気
象
台
防
災
業
務
課

　
　

☎
0
4
7
9

（23）
7
7
0
5

HP

http://w
w
w
.jm

a-n
et.

go.jp/choshi/

問
い
合
わ
せ

総
務
課 

☎
（50）
1
2
0
1

大
雨
な
ど
の
気
象
警
報
を
市
町
村
ご
と
に
発
表

自動車税は
 納期限内に

　自動車税の納期限は、
₅月31日㈪です。
　₅月上旬に納税通知書
が送付されますので、最
寄りの金融機関などで納
付してください。
　また、コンビニエンス
ストア（一部を除く）で
も納付できます。

問い合わせ
自動車税事務所

☎043(243)2721
香取県税事務所

☎(54)1314

� 広報 2010年（平成22年）5月1日


